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平成２０年度市町村普通会計決算
このたび平成２０年度市町村普通会計決算がまとまりましたのでお知らせします。
※普通会計とは、一般会計と公営事業会計（独立採算によって運営される地方公営企業等）以外の会計を総合

して一つの会計としてまとめたものです。

１ 総括

○ 県内４２市町村の歳入・歳出総額はともに前年度決算額を上回った。
・歳入面では、地方交付税の増額や経済対策の実施等による国庫支出金が増加したこと、歳出面
では、扶助費や後期高齢者医療事業会計に係る繰出金の増等が要因となっている。

○ 歳入歳出総額はともに２年連続で増加となったが、厳しい経費の削減努
力により、職員給等の人件費や地方債現在高は引き続き減少している。

１１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

歳入 3.1 -4.5 1.9 -1.7 0.3 -1.9 -3.4 -2.0 0.2 2.8 

歳出 3.2 -5.3 2.2 -1.4 -0.0 -2.3 -3.4 -1.9 0.4 0.9 

地財計画 1.6 0.5 0.4 -1.9 -1.5 -1.8 -1.1 -0.7 0.0 0.3 
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○ 実質収支は､昭和４３年度以降４１年間連続で､全市町村が黒字を維持す
ることができた（全国ベースでは１９団体が赤字）｡
・各団体が経費の削減に努力した結果、実質単年度収支も黒字となった。

［注１］ 全国の状況は、総務省公表資料「平成20年度市町村普通会計決算の概要（速報）」による。

全市町村が昭和４３年度以降連続して４１年間、実質収支において黒字を計上することができた。これ
は、長期間にわたり健全な財政運営を心掛け、経常経費の抑制に努めつつ、財源の重点的かつ効率的な配
分と計画的な財政運営を行ってきたことによるもの。

２ 決算規模

平成２０年度における普通会計決算規模は、

歳入 ８，０８６億２，１９３万円（前年度 ７，８６８億４１１万円）

歳出 ７，５０４億５，５７５万円（前年度 ７，４３４億６８２万円）

対前年度伸率は、歳入２．８％（前年度０．２％）、歳出０．９％（前年度０．４％）となった。

（単位：百万円）

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出 翌年度に繰り越す 実質収支 単年度収支 実 質
総 額 総 額 差 引 べき財源 単年度収支

平成20年度 808,622 750,456 58,166 21,883 36,283 ▲2,012 2,001

平成19年度 786,804 743,407 43,397 5,115 38,282 ▲2,166 101

３ 決算収支

（１）実 質 収 支 ３６２億８，２９８万円 （前年度 ３８２億８，２２０万円）
（歳入歳出差引額－明許繰越等により翌年度に繰り越すべき財源）
全市町村とも黒字となった。

（２）単 年 度 収 支 ▲２０億１，１７７万円 （前年度 ▲２１億６，６１４万円）
（当該年度の実質収支－前年度の実質収支）
黒字１６団体、赤字２６団体（前年度は、黒字２５団体、赤字１７団体）となった。

（３）実質単年度収支 ２０億 １００万円 （前年度 １億９４万円）
（単年度収支＋財政調整基金への積立額＋地方債の繰上償還額－財政調整基金取崩し額）
黒字２４団体、赤字１８団体（前年度は、黒字２６団体、赤字１６団体）となった。
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（参考）

実質収支とは、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額。地方公共団体が黒字であるか赤

字であるかは、一般的にこの数値により判断されることから、財政運営の健全性を示す重要な項目とされている。

単年度収支は、当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額であり、実質収支が黒字で推移

している状況において、単年度収支が赤字となった場合は過去の剰余金を当該年度に支出したことになり、黒字

となった場合は前年度の剰余金以上に剰余金が発生したことになる。

実質単年度収支は、単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）

と赤字要素（財政調整基金取崩し額）を加減した額であり、当該年度だけの実質的な収支を把握するためのもの

である。
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４ 歳入の状況

○ 地方税が増加した。
・固定資産税等が増収となり、地方税は４年連続増加（０．５％）となった。ただし、伸び率は
減少した。

○ 地方交付税が増加した。
・地方交付税は３年ぶりに増加（２．９％）となった。地方交付税の不足分として振り替えられ
る臨時財政対策債は前年度に引き続き減少（▲７．６％）したが、地方交付税に臨時財政対策
債を加えた実質的な地方交付税は増加（１．５％）となった。

○ 国庫支出金が増加した。
・国の経済対策、生活対策により国庫支出金が増加（３２．６％）した。

（単位：百万円、％）

平 成 ２０ 年 度 平 成 １９ 年 度
区 分

決 算 額 構成比 対前年度伸率 決 算 額 構成比 対前年度伸率

一 般 財 源 499,272 61.7 0.7 495,637 63.0 0.1

地 方 税 311,839 38.6 0.5 310,203 39.4 9.2
内
地方譲与税 10,599 1.3 ▲4.0 11,038 1.4 ▲58.0

地方交付税 145,167 18.0 2.9 141,074 17.9 ▲3.3
訳
そ の 他 31,667 3.9 ▲4.9 33,322 4.3 ▲14.5

使用料・手数料 20,528 2.5 ▲3.2 21,199 2.7 ▲1.0

国 庫 支 出 金 74,767 9.2 32.6 56,406 7.2 3.3

県 支 出 金 43,304 5.4 ▲0.2 43,383 5.5 7.6

地 方 債 60,774 7.5 2.4 59,358 7.5 ▲12.5

うち臨時財政対策債 19,848 2.5 ▲7.6 21,483 2.7 ▲10.8

そ の 他 109,977 13.6 ▲0.8 110,820 14.1 4.6

うち繰入金 26,993 3.3 32.3 20,405 2.6 22.6

歳 入 総 額 808,622 100.0 2.8 786,804 100.0 0.2

うち交付税+臨財債 165,015 20.4 1.5 162,557 20.6 ▲4.4

［注２］ 一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴル
フ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、軽油・自動車取得税交付金、地方特例交付金及び特別交付金の合計額。

［注３］ 「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。



- 5 -

（１）地方税は固定資産税の増等により４年連続増加（０．５％）となり、全国の状況（全国ベース
０．４％）より伸び率が上回った。ただし、伸び率は減少した。
地方税全体の４４．５％を占めている市町村民税は、個人分が増加したものの、法人分が減少し、
０．４％減少した。
地方税全体の４４．８％を占めている固定資産税は、増加（１．９％）となった。
その他は、軽自動車税や都市計画税等は増加したが、市町村たばこ税や入湯税等が減少したことか
ら、前年度より減少した。

地方税の収入済額 （単位：百万円、％）
区 分 平成２０年度 平成１９年度

収入済額 構成比 対前年度伸率 収入済額 構成比 対前年度伸率
地 方 税 311,839 100.0 0.5 310,203 100.0 9.2
市町村民税 138,797 44.5 ▲0.4 139,370 44.9 19.9
個人均等割 3,101 1.0 2.3 3,032 1.0 2.3
所得割 107,085 34.3 2.4 104,552 33.7 23.8
法人均等割 5,718 1.8 ▲0.2 5,732 1.8 3.2
法人税割 22,894 7.3 ▲12.1 26,054 8.4 12.2
固定資産税 139,759 44.8 1.9 137,220 44.2 2.2
純固定資産税 139,309 44.7 2.0 136,638 44.0 2.2
土地 50,993 16.4 0.3 50,861 16.4 ▲0.1
家屋 58,418 18.7 3.8 56,265 18.1 3.9
償却資産 29,898 9.6 1.3 29,512 9.5 3.0
交納付金 450 0.1 ▲22.7 582 0.2 ▲0.4
その他 33,283 10.7 ▲1.0 33,613 10.8 0.1

（２）地方譲与税は、地方道路譲与税及び自動車重量譲与税が減少し、対前年度比４．０％減、総額で
４３９百万円の減額となった。

（３）地方交付税は３年ぶりの増加となり、対前年度比２．９％増、総額で４，０９３百万円の増額と
なった。
なお、地方交付税の不足分として振り替えられる臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税も
１．５％の増額に転じた。

（４）一般財源総額は４年連続増加し、対前年度比０．７％増、総額で３，６３５百万円の増額となった。
一般財源のうち、その他は、地方消費税交付金のほか、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、
自動車取得税交付金が減少し、４．９％の減となった。
なお、臨時財政対策債を加えた実質的な一般財源総額は０．４％増となった。
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（５）国庫支出金は、定額給付金等の経済対策、生活対策の実施により、３２．６％増となった。

（６）地方債は、地方交付税の不足分として振り替えられる臨時財政対策債が減少したが、一般単独事業
債や学校教育施設等整備事業債の増により、５年ぶりの増加（２．４％）となった。
なお、臨時財政対策債を除いた地方債発行額は、８．０％増となった。

（７）その他は、繰越金等が減少したことにより、０．８％減となった。

（単位：億円、％）
区 分 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
地方債発行額 692.7 573.6 742.0 879.0 983.4 816.2 736.9 678.5 593.6 607.7
対 前 年 伸 率 ▲18.1 ▲17.2 29.4 18.5 11.9 ▲17.0 ▲9.7 ▲7.9 ▲12.5 2.4
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５ 歳出の状況

○ 目的別歳出

○ 増加傾向にある民生費以外にも、衛生費、商工費や土木費などが増加と
なったが、議会費、総務費については引き続き減少している。

（単位：百万円、％）

平 成 ２０ 年 度 平 成 １９ 年 度

区 分

決 算 額 構成比 対前年度伸率 決 算 額 構成比 対前年度伸率

議 会 費 6,534 0.9 ▲2.5 6,700 0.9 ▲5.2

総 務 費 100,205 13.4 ▲7.0 107,795 14.5 ▲0.3

民 生 費 183,039 24.4 1.7 180,066 24.2 4.8

衛 生 費 73,650 9.8 9.4 67,325 9.1 ▲1.3

労 働 費 1,823 0.2 3.9 1,755 0.2 ▲11.0

農林水産業費 29,294 3.9 2.8 28,502 3.8 ▲11.7

商 工 費 28,906 3.9 8.0 26,753 3.6 ▲5.3

土 木 費 105,191 14.0 1.7 103,447 13.9 ▲0.9

消 防 費 33,360 4.4 0.6 33,156 4.5 ▲0.5

教 育 費 93,030 12.4 3.5 89,874 12.1 1.3

災 害 復 旧 費 1,169 0.2 ▲61.4 3,025 0.4 ▲29.0

公 債 費 94,194 12.6 0.8 93,470 12.6 1.7

諸 支 出 金 61 0.0 ▲96.0 1,541 0.2 567.1

歳 出 総 額 750,456 100.0 0.9 743,407 100.0 0.4
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（１）費目別の構成比は、民生費（２４．４％）、土木費（１４．０％）、総務費（１３．４％）、公債
費（１２．６％）、教育費（１２．４％）の順で、前年度に引き続き民生費が最も大きい割合を占め
た。
また、これらの経費の合計が、歳出総額の７６．７％を占めた。

（２）費目別の対前年度増減は、衛生費（９．４％増）、商工費（８．０％増）、労働費（３．９％増）、
教育費（３．５％増）、農林水産業費（２．８％増）、民生費（１．７％増）、土木費（１．７％
増）等が増加し、災害復旧費（６１．４％減）、総務費（７．０％減）、議会費（２．５％減）等が
減少した。

［費目別の主な増減理由］

・総務費は、公共施設等の整備事業の減などにより、７．０％の減となった。

・衛生費は、病院事業やごみ処分場等の整備事業の増などにより、９．４％の増となった。

・商工費は、工場設置奨励金や中小企業向け資金預託金の増などにより、８．０％の増となった。

・災害復旧費は、平成２０年度に大規模な災害が発生しなかったため、６１．４％の減となった。
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○ 性質別歳出

○ 扶助費、公債費は増加したが、人件費の減少により義務的経費は横ばい
となった。
・人件費は、各団体の行政改革努力により減少した。
・扶助費の増加は、社会福祉費の増加等による。
・公債費の増加は、償還額の増加による。

○ 投資的経費は過去１０年で最小の事業量となった。
・地方単独事業の大幅な削減等により普通建設事業費が減少したことが要因となっている。
・また、大規模な災害が発生しなかったため、災害復旧事業費が減少した。

※扶助費とは、社会保障制度の一環として生活困窮者、身体障害者等に対してその生活を維持するために支出される経費です。

（単位：百万円、％）

平 成 ２０ 年 度 平 成 １９ 年 度
区 分

決 算 額 構成比 対前年度伸率 決 算 額 構成比 対前年度伸率

義 務 的 経 費 326,509 43.5 0.0 326,598 43.9 1.8

人 件 費 146,522 19.5 ▲3.0 151,014 20.3 ▲1.2
内
扶 助 費 85,795 11.4 4.5 82,114 11.0 8.0

訳
公 債 費 94,193 12.6 0.8 93,469 12.6 1.7

投 資 的 経 費 122,036 16.3 ▲1.9 124,361 16.7 ▲4.5

普 通 建 設 120,866 16.1 ▲0.4 121,335 16.3 ▲3.7
内
災 害 復 旧 1,169 0.2 ▲61.4 3,025 0.4 ▲29.0

訳
失 業 対 策 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

その他の経費 301,911 40.2 3.2 292,448 39.4 1.0

歳 出 総 額 750,456 100.0 0.9 743,407 100.0 0.4

人件費

人件費

扶助費

扶助費

公債費

公債費

普通建設事業費

普通建設事業費

その他の経費

その他の経費

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

20年度

19年度

単位：億円

性質別歳出の内訳

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 災害復旧事業費 その他の経費
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（１）義務的経費は、横ばいとなっている。
・各団体の行政改革努力（定員削減努力）により人件費は３．０％の減少となった。
・扶助費は、社会福祉費、児童福祉費、生活保護費の増などにより、４．５％の増加となった。
・公債費は合併特例債や臨時財政対策債等の償還額の増加により０．８％の増加となった。

（参考）

公債費負担比率とは、地方税、普通交付税等の一般財源総額に占める公債費に充当された一般財源の割合であ

り、この比率が高いほど財政構造が硬直化していることを示している。

実質公債費比率とは、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源

のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交

付税が措置されるものを除く。）に充当されたものの占める割合の３ヶ年の平均値。

注）実質公債費比率は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算定されたものであり、数値は

県内市町村の健全化判断比率等（確報値）の公表」による。

（２）投資的経費は、普通建設事業費の削減により７年連続の減少（▲１．９％）となった。
・投資的経費のうち、普通建設事業については、補助事業費は増加（１０．８％）しているが、単独
事業費は減少（▲５．９％）したため、対前年度比０．４％の減となり、過去１０年で最小の事業
量であった平成１９年度をさらに下回った。
・災害復旧事業費は、平成２０年度は大規模な災害が発生しなかったため大幅に減少（▲６１．４
％）した。

普通建設事業の状況 （単位：百万円、％）
区 分 普通建設事業 うち補助事業 うち単独事業

事業費 伸率 事業費 伸率 事業費 伸率
15年度 178,754 ▲8.5 49,537 ▲14.6 123,484 ▲5.2
16年度 154,849 ▲13.4 37,150 ▲25.0 113,510 ▲8.1
17年度 130,540 ▲15.7 34,734 ▲6.5 91,966 ▲19.0
18年度 125,954 ▲3.5 37,618 8.3 84,647 ▲8.0
19年度 121,335 ▲3.7 40,370 7.3 77,860 ▲8.0
20年度 120,866 ▲0.4 44,732 10.8 73,233 ▲5.9

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

公債費 950.3 890.7 919.3 934.7 941.9

公債費負担比率（加重平均） 15.2 14.7 15.3 15.7 15.7

実質公債費比率（加重平均） 13.0 13.2 10.7 10.7 
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単位 :%単位：億円

公債費、公債費負担比率、実質公債費比率の推移

公債費 公債費負担比率（加重平均） 実質公債費比率（加重平均）
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主な単独事業 （単位：百万円）
区 分 市町村名 事 業 名 事業費

高 山 市 駅周辺土地区画整理事業 1,475
20年度 岐 阜 市 金町那加岩地線街路整備事業 1,282

山 県 市 公園用地買収事業 914
恵 那 市 消防防災センター建設事業 793
各 務 原 市 各務原大橋改良事業 812
本 巣 市 西部連絡道路整備事業 1,120

19年度 揖 斐 川 町 藤橋温泉施設整備事業 966
可 児 市 可児駅東土地区画整理事業 900
高 山 市 防災行政無線整備事業 777
恵 那 市 ケーブルテレビ施設整備事業 749

（３）その他の経費は、対前年度比３．２％の増加となった。
・後期高齢者医療事業会計の新設などにより、繰出金が８．６％の増となった。

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

普通建設事業費 -9.6 -10.2 10.2 -4.4 -8.5 -13.4 -15.7 -3.5 -3.7 -0.4 

うち補助事業 -12.8 -4.6 32.3 -2.1 -14.6 -25.0 -6.5 8.3 7.3 10.8 

うち単独事業 -8.3 -11.4 1.9 -3.8 -5.2 -8.1 -19.0 -8.0 -8.0 -5.9 
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単位:% 普通建設事業費の対前年度伸率の推移
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６ 地方債現在高

○ 地方債現在高が３年連続で減少した。
・各団体において公債費負担の適正化に努力し地方債の発行を抑制したことにより、昨年度に
引き続き減少した。また、臨時財政対策債を除いた地方債現在高も減少している。

地方債の現在高 （単位：百万円）
区 分 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
一般公共事業債 40,321 39,838 38,689 36,891 34,930 32,165 29,141
公 営 住 宅 債 22,125 22,572 22,249 21,209 20,021 18,706 17,715
学 校教 育施 設整 備事 業債 63,563 61,144 57,866 54,671 51,071 46,820 43,401
一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 48,042 52,163 58,593 54,069 47,555 40,806 34,942
一般単独事業債 343,064 331,642 322,630 320,009 316,240 309,802 306,411
う ち地総債 132,266 113,563 99,430 84,531 70,389 58,609 48,945
う ち臨道債 94,324 95,154 93,999 90,085 85,806 79,896 74,522
う ち臨経債 24,039 22,939 21,468 19,583 17,708 14,393 13,998
う ち合特債 3 1,990 10,405 32,690 55,743 76,574 97,364
辺 地 債 14,618 14,520 13,805 12,843 12,073 11,843 11,046
過 疎 債 54,565 54,298 52,887 49,642 45,595 41,387 37,534
減税補てん債 74,822 74,778 72,214 70,721 59,569 54,587 49,410
臨時財政対策債 34,534 83,188 118,957 145,181 166,298 182,580 194,781
そ の 他 81,985 76,872 72,356 67,279 70,810 66,491 61,361
地 方 債 合 計 777,639 811,015 830,244 832,516 824,162 805,187 785,742
除く臨財債 743,105 727,827 711,287 687,335 657,864 622,607 590,961

［注４］減税補てん債には臨時税収補てん債を含めて計上している。

［注５］償還金の全額が後年度に国庫補助金として交付される特定資金公共投資事業債を除いている。

○平成１３年度以降地方交付税の不足分として発行している臨時財政対策債や合併特例債は増加して
いるものの、その他の地方債が総じて減少したため、昨年度に引き続き減少した。
また、臨時財政対策債を除いた地方債現在高も平成１２年度以降減少し続けている。
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７ 積立金

○ 積立金現在高は４年連続で増加した。
・１８団体において基金を取り崩したことにより現在高が減少したが、２４団体において取り崩
しを上回る額の基金を積み立てたため、県内市町村の現在高は増加した。

積立金の増減額 （単位：百万円、％）
区 分 積立額 対前年度伸率 取崩し額 対前年度伸率 積立金増減額 前年度積立 H20末積立金

(A) (B) （A)－(B) 金増減額 現在高
財政調整基金 11,324 73.8 7,074 15.6 4,250 400 94,086
減債基金 1,417 ▲64.0 5,094 202.3 ▲3,677 2,278 30,939
特定目的基金 12,549 ▲ 6.7 12,643 17.2 ▲ 94 2,671 125,992
合 計 25,290 5.7 24,811 33.7 479 5,349 251,017
［注６］積立金増減額とは、積立額（歳出決算額＋歳計剰余金処分による積立て）から取崩し額を差し引いたものである。

16年
度

17年
度

18年
度

19年
度

20年
度

積立金 2,129.1 2,285.4 2,429.2 2,505.5 2,510.2

対前年度

伸率
-8.0 7.3 6.3 3.1 0.2 
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８ 財政運営指標

（１）財政力指数

固定資産税等の地方税収入（基準財政収入額）の増により財政力指数は上昇した。

区 分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
市 計 0.62 0.64 0.66 0.67 0.69
町 村 計 0.54 0.57 0.59 0.60 0.61
県 計 0.58 0.60 0.62 0.64 0.65
全 国 計 0.47 0.52 0.53 0.55 0.56

（単純平均）
［注１］ 全国計は特別区を除く。

（参考） 基準財政収入額
財政力指数（３年平均）＝

基準財政需要額

この指数は財政統計上用いる指数であり、大きいほど財政力が強いことを示す。

（２）経常収支比率

下水道事業への経常的繰出金の増等により、０．８ポイント上昇した。

（単位：％）
区 分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
市 計 (93.3) (89.3) (90.6) (91.9) (92.3)

85.8 83.8 85.8 87.9 88.7
町 村 計 (91.2) (86.7) (87.0) (87.3) (87.9)

82.7 80.6 81.8 83.0 83.8
県 計 (92.9) (88.9) (90.0) (91.1) (91.6)

85.2 83.3 85.2 87.1 87.9
全 国 計 (97.9) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

90.5 90.2 90.3 92.0 91.8
（加重平均）

［注１］ 減税補てん債（～平成１８年度）、減収補てん債特例分（平成１９年度～）及び臨時財政対策債を経常一

般財源に加えて算出。なお、（ ）内はこれらを加算せずに算出したものである。

［注２］ 全国計は特別区を除く。

（参考） 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源
経常収支比率＝ ×１００

経常一般財源等＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債

この比率は財政構造の弾力性を把握するものであり、低いほど財政構造に弾力性があることを示す。
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（３）実質公債費比率
注 実質公債費比率は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算定されたものであり、数値は「県内市町村の

健全化判断比率等（確報値）の公表」による。

実質公債費比率は、地方債の償還金及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示す
比率であり、早期健全化基準は２５％、財政再生基準は３５％であるが、県平均は横ばいであり、全市町
村が引き続き早期健全化基準未満となっている。
また、実質公債費比率が１８％以上の団体は、地方債許可団体となるが、昨年度の２団体（郡上市、東
白川村）から、白川村が新たに対象となり、３団体（郡上市、東白川村、白川村）となった。

（単位：％）
区 分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
市 計 13.6 13.7 10.6 10.6
町 村 計 10.2 10.6 11.0 11.5
県 計 13.0 13.2 10.7 10.7
全 国 計 14.8 15.1 12.3 11.8

（加重平均）

（参考） （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）
実質公債費比率＝ ×１００

Ｅ＋Ｆ－Ｄ

Ａ … 元利償還金（繰上償還等を除く）
Ｂ … 元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」）
・公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金
・一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金
・債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 等

Ｃ … 元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源
Ｄ … 元利償還及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政
需要額に算入された額

Ｅ … 標準財政規模（標準的な規模の収入の額）
Ｆ … 臨時財政対策債発行可能額

この比率は、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財
源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相
当額（普通交付税が措置されるものを除く。）に充当されたものの占める割合の３ヶ年の平均値。
地方債協議制の下では、１８％以上の団体は、地方債の発行に際し県知事の許可が必要となる。

（注）本資料の図表中の数値については、表示単位未満を四捨五入の関係で、積上げと合計が一致しない
場合があります。
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